
（R1.7.16 令和元年度第２回評議会） 資料  １ 

平成30年度協会けんぽの決算と 

秋田支部の収支について 



１ 

１． 

２． 

３ 

 
＜ 協会会計と国の特別会計との合算ベース ＞  30年度 決算（見込み）のポイント  



２ 

 
協会けんぽ(医療分)の 30年度決算見込み  

 
注） 端数整理のため、計数が整合しない場合がある。また、数値については今後の国の決算の状況により変動し得る。  



主要計数の推移  

（被保険者数や加入者数の動向）  

○ 被保険者数の推移は、22年度以降、緩やかな増加傾向が続いていたが、25年度に+2%近い伸び率となったことを契機に、その後は年
を追うごとに伸び 率の上昇が続いた。27年度以降は日本年金機構の適用促進対策の取組もあり、29年度には被保険者数+3.9%、加入
者数+2.5%と協会による医療保険の運営が始まった20年度以降で最も高い伸びとなった。  

○ しかしながら、29年度（9月）をピークに急激に伸び率は鈍化し30年度においては、被保険者数+2.7%、加入者数+1.6%の伸び率となった。 

なお、被保険者数の伸びが加入者全体の伸びを上回る傾向は続いていることから、扶養率については、年々低下する傾向が続いてい
るが、被保険者数の 伸びが鈍化したことにより、この傾向も鈍化した。  

（賃金の動向）  

○ 保険料収入の基礎となる賃金（標準報酬月額）は、リーマンショック（20年秋）による景気の落込みから21～23年度にかけて大きく落ち
込んだが、24年 度には底を打って、その後上昇に転じた。  

○ 30年度の伸び率は+1.2%であり、6年連続の上昇、20年度以降で最も高い伸びとなった。標準報酬月額は28.8万円と、リーマンショック
前の水準 （28.5 万円）を上回っている。（なお、28年度の標準報酬月額の伸びは30年度に次ぐ1.1%となっているが、これは制度改正（標
準報酬月額の上限引上げ）の影響 があり、その影響を除いた28年度の伸びは+0.6%となる。）  

（医療費の動向）  

○ 1人当たりの医療給付費（保険給付費の9割を占める）の伸び率は、20～22年度までは+2%後半～+3%半ばで推移したのち、23年度以
降は鈍化して、 26年度までの伸びは+1%後半～+2%前半にとどまっていた。  

○ しかしながら、27年度に高額な薬剤が新たに保険医薬品として収載されたことから、26年度までの傾向から一転して、+4.4%と高い伸び
となった。また、 翌年度（28年度）には、診療報酬のマイナス改定（▲1.31%）や27年度の高い伸びの反動等から、伸び率は+1.1%と急激
に鈍化した。  

○ 30年度も診療報酬のマイナス改定（▲1.19%）が実施されたが、1人当たりの医療給付費の伸び率は+1.8%と診療報酬改定のない29年
度と同水準の伸びとなった。仮に30年度に診療報酬のマイナス改定がなかった場合は、高い伸びを示していたことになる。  

秋田支部 対前年度末比 

加入者数：▲0.7% （被保険者数：＋0.5% 被扶養者数：▲2.7%） 
参考 

３ 

秋田支部 対前年度末比 

 標準報酬月額  ＋1.3%   （24.1万円） 
参考 

秋田支部 対前年度比 

1人当たりの医療給付費   ＋3.2% 
参考 



拠出金等の推移 

４ 

 

（これまでの推移）  

○ 拠出金等の支出は、23年度まで3兆円を下回っていたが、その後は大幅に増加して25年度には3兆4,886億円に達した。特に24年度と
25年度の増 加額は5,134億円におよび、わずか2年で拠出金の負担は2割増加となった。その後、高齢者医療費が年々増加する中、退
職者医療制度の廃止、後期高 齢者支援金等の総報酬割分の拡大（注１）といった制度改正や精算（概算納付分の戻り）の影響により、
26年度から28年度の間は合計1,208億円減少した。  

○ しかしながら、29年度には、高齢者医療費の伸びに加え、近年、拠出金の伸びを抑制していたマイナス精算（概算納付分の戻り）の影
響がなかったことに より1,235億円増加し、拠出金等は再び増加傾向となった。  

（注1）後期高齢者支援金等は、総報酬割部分が27年度からの3年間で段階的に拡大。このため、27～29年度までの3年間については、
総報酬割の拡大がなかった場合に比べて、実際の増加額は低減。  

   〔 27年度 ： 1/3→ 1/2 28年度 ： 1/2→ 2/3 29年度 ： 2/3→ 3/3（全面総報酬割） 〕  

（30年度の動向）  

○ 30年度の拠出金等は、高齢者医療費の増加等による後期高齢者支援金の増加があるものの、診療報酬のマイナス改定のほか、退職
者給付拠出金が 大幅に減少（前年度との比較で、概算納付分が▲582億円、精算分が▲276億円、合計で▲858億円）したことにより、
前年度から79億円の増加にとど まった（注2）。  

○ また、概算納付分と精算分の増減（下表）をみると、精算分等（退職者給付拠出金分を含む）は、29年度がプラス精算（136億円）だった
ことに対し、30 年度はマイナス精算（▲149億円）となっており、これも拠出金等の額が抑制された要因の一つとなっている。  

○ 30年度の拠出金等の増加が抑制されているのは、これらの一時的な要因が重なったものである。令和元年度の拠出金等の賦課額に
ついては、後期高齢者支援金の増加や退職者給付拠出金の減少額が少なくなることにより、1,150億円増加することを確認しており、 
今後も拠出金等は増加して いくものと考えている。  

 

（注2）退職者給付拠出金は、27年度から新規適用がなくなった（26年度で経過措置による新規適用終了）ため大幅に減少してきたが、
現在は、拠出額そのものが少なく、今後の減少額は大幅に縮小する。  



５ 

単年度収支差と準備金残高等の推移 （協会会計と国の特別会計との合算ベース）  

1.平成8年度、9年度、11年度、13年度は国の一般会計より過去の国庫補助繰延分の返済があり、これを単年度収支に計上せず準備金残高に計上している。  
2.平成21年度以前は国庫補助の清算金等があった場合には、これを単年度収支に計上せず準備金残高に計上している。  
3.協会けんぽは、各年度末において保険給付費や高齢者拠出金等の支払いに必要な額の１カ月分を準備金（法定準備金）として積み立てなければならないとされている （健康保険法160条の2）。  

（注） 



６ 

協会けんぽの保険財政の傾向  

（※１）数値は平成20年度を１とした場合の指数で表示したもの。  
（※２）▲1.31%は、28年度の改定率▲0.84％に薬価の市場拡大再算定の特例の実施等も含めた実質的な改定率である。  



７ 

平均保険料率１０％を維持した場合の準備金残高と法定準備金に対する残高の状況 
 （平成３０年度決算（見込み）に基づくごく粗い試算）  

 協会けんぽ（医療分）の平成３０年度決算（見込み）に基づき、賃金上昇率が「2021年度以降 0.6％」、「2021年度以降 0.0％」のそれぞれの場合について、平均保険料率
１０．０％を維持したときの今後１０年間（2029年度まで）の各年度末における協会けんぽの準備金残高と法定準備金に対する残高の状況に係るごく粗い試算を行った。  

１ 「法定準備金」とは、健康保険法により協会が毎事業年度末において積み立てなければならないとされている、保険給付費及び拠出金等の１ヵ月分に相当する額のことである。  
２ 医療費の伸び、並びに、２０１９、２０２０年度の加入者数の伸び及び賃金上昇率は近年の実績等を用いている。  

注 



８ 

平成３０年度の秋田支部の収支差（見込み） 

支   出 収支差 
 医療給付費（調整後）（国庫補助を除く） 

現金給付費
等 
（国庫補助等を
除く） 

前期高齢者 
納付金等 

（国庫補助を除
く） 

・業務経費 
（国庫補助を除
く） 

・一般管理費 
（国庫負担を除
く） 

・その他支出 
 

２年度
前の 

収支差
の精算 

特別 
計上分 
（業務 
経費の 
別掲） 

計 計 
全国 

平均分 
地域差

分 

年
齢
調
整
額 

所
得
調
整
額 

激
変
緩
和 

  

（A）-（B）  
医療給付費 

災害特例分(B) 

  
医療給付費 

（A） 

平成28年
度の協会
手当分 
（B1） 

波及増分 
（B2） 

全 国 計 
（H30） 

4,677,382 4,677,382 4,681,495 1,895 2,219 403,926 3,289,872 194,800 73 8,566,054 594,835 594,835 

秋 田 
（H30） 

34,905 44,234 44,234 ▲3,338 ▲5,582 ▲409 2,924 23,811 1,409 ▲55 2 62,996 4,158 4,305 ▲147 

秋 田 
（H29） 

33,910 43,142 43,142 ▲3,080 ▲5,659 ▲493 2,863 24,215 1,309 165 3 62,464 3,498 3,304 193 

伸び率 
【全国】 

+2.9% 
【+3.7％】 

+2.5% 
【+3.6％】 

+8.4% -1.4% -17.1% 
+2.1% 

【+3.9％】 
▲1.7% 

【+0.1％】 
+7.7％ 

【+9.6％】 
+0.9% 

【+2.4％】 

《地域差分の精算について》 

・平成30年度における収支差（地域差）は、２年後の令和２年
度の料率算定時に精算することとなる。 
 

・収支差（地域差）がプラスであれば、令和２年度の収入にそ
の分が加算され、マイナスであれば支出にその絶対値が加算
される 

（百万円） 

（百万円） 

1.8% 1.8% 2.6% 15.5% -3.7% 1.8% 

3.9% 3.9% 8.9% 17.5% 5.0% 3.9% 

2.9% 2.5% 2.5% #DIV/0! #DIV/0! 8.4% -1.4% -17.1% 2.1% -1.7% 6.2% 4.4% 17.8% -133.6% -36.0% 0.9% 18.9% 30.3% -176.3% 
3.7% 3.7% 3.7% 1333.3% 20.3% #VALUE! #VALUE! #VALUE! 3.9% 0.1% 8.1% 6.2% 19.9% #VALUE! 1.6% 2.4% 32.6% 32.6% #VALUE! 

注） 端数整理のため、計数が整合しない場合がある。 

  
  
  

収   入 

保険料収入 その他収入   

計 
うち一般分 

債権回収 
以外 

債権回収 

全 国 計 9,142,915 9,140,996 17,973 6,007 11,966 9,160,889 

秋 田 
（H30） 

67,037 67,023 117 43 73 67,154 

秋 田 
（H29） 

65,849 65,832 114 38 76 65,962 

伸び率 
【全国】 

+1.8％ 
【+3.9％】 

+1.8％ 
【+3.9％】 

+2.6％ 
【+8.9％】 

+15.5％ 
【+17.5％】 

▲3.7％ 
【+5.0％】 

+1.8％ 
【+3.9％】 


